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１．行政記録と統計調査の完全照合によるデータの分析結果について 

行政記録（公益法人・特例民法法人概況調査）と統計調査（事業所・企業統計調査、経済セ

ンサス活動調査）の完全照合により公益法人（移行公益・一般法人、特例民法法人）に係る二

時点（平成 16 年と平成 24 年）のデータを整備し集計した。 

完全照合の照合率は、16 年データでは 67.1%、24 年データでは 75.0%であった。 

 

表１．概況調査結果からみる公益法人の概況（平成 16 年と平成 24 年の比較） 

 

 

表 2. 産業大分類別の法人数と従業者数の分布（平成 24 年） 

 

 

２．平成 24 年経済センサス活動調査結果からみる公益法人の活動実態について 

上記で作成した 24 年データに加え、平成 24 年経済センサス活動調査の個票から、公益法人（特

例民法法人、公益社団・財団法人、一般社団・財団法人）と考えられる法人を名称検索したデー

タ（725 法人分）を合わせて集計した。 

 

 表 3．経済センサス活動調査結果からみる公益法人の概況 

 
 

３．公益法人概況調査・特例民法法人概況調査の個票を用いたパネルデータの作成 

 上記のデータは、法人整理番号を用いて、時系列での接続が容易である。これらのデータを用

いて、平成 16 年及び 24 年のパネルデータを作成し、公益法人の移行に係る傾向を確認する。 
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平成24年 14,902 460,931 30.9 10,883,255 730 6,410,626 430 58.9%

平成16年 17,128 369,974 21.6 16,170,803 944 10,458,617 611 64.7%
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法人数の
分布 100.0% 1.9% x 0.1% 0.2% 0.1% 1.0% 1.3% 1.9% 1.6% 3.0% 4.6% 1.7% 3.6% 6.2% 8.1% 0.5% 64.0%

従業者数
の分布 100.0% 1.1% x 0.1% 0.2% 0.2% 0.9% 1.5% 1.9% 4.6% 2.3% 5.6% 2.3% 5.6% 5.6% 36.4% 1.0% 30.8%
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合計 15,627 563,461 36.1 8,502,723 544 2,559,079 164

うち特例民法法人 14,902 460,931 30.9 7,219,353 484 2,057,246 138

うち新規検索法人 725 102,530 141.4 1,283,371 1,770 501,833 692


